
令和4年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 空家対策支援事業 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1031

補助金 10

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 空家対策支援事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 土木費

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成24年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

住宅費

施　策　名 施策32．住宅対策の推進 目 住宅管理費

基本事業名 基本事業32－１．良質な住まいづくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市内に存在する居住用空家

手       段
（活動指標）

・市広報やホームページに空家対策支援事業を掲載し、物件所有者への再利用を啓発する。
・市民から問合せのある家屋調査を行ない、危険老朽空家の要件を満たせば解体補助をする。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
核家族化が進み、ひとり暮らしの高齢者が増えたこと等により、市内に空家が増えている。
再利用できる空家を活用する際や、近隣に迷惑のかかる恐れのある危険老朽空家の解体工事に補助したり、ひとり暮らし高齢者
の親族等に空家対策支援の概要を周知して空家発生の未然防止を図ることにより、空家が増えないよう対策をするもの。

意       図
（成果指標）

居住用空家を再利用することで人口が増え、地域に活気が生まれる。また、老朽した居住用空き家を解体することで土地の再利
用が見込まれ、まちなかの狭小宅地で困っている隣接世帯が土地購入をすれば適正な宅地として解決できる。

R5年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
R2年度 R3年度 R4年度

43 66.2%

10 11 

35 32 91.4% 35 

55 

計画

活
動

空家等に関する苦情受付件数 件 65 55 65 

成
果

危険老朽空家の解体補助件数 件 3 9 

空家情報バンクのへの登録者数 件 26 42 

110.0% 10 

空家情報バンクを活用し、契約が成立した件数 件 29 20 25 24 96.0% 25 

849,812 2,250,233 11,447,000 4,345,515 93.1% 25,788,000

R5年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

R2年度 R3年度 R4年度

②県支出金 円 100,000 100,000 100,000 0.0%

①国庫支出金 円 250,000 395,000 7,590,000

80,000 0 199,000

1,130,000 186.1% 1,240,000

100,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

2,160 2,160 2,160 0.0% 2,160

⑤一般財源 円 599,812 1,755,233 3,677,000 3,115,515

3,876 円）(Ｂ) 円 7,596,960 8,372,160

77.5% 24,249,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 4 4 4 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

4

②年間所要時間 時間 1,960

５
取
組
内
容

　令和4年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・市広報やホームページに空家対策支援事業を掲載し、物件所有者への再利用を啓発。
・固定資産税の納税通知書に空家対策支援事業概要の案内を同封し、空家対策の周知を行った
・ケーブルテレビにおいて、空家・空地情報バンクの周知を行った。
・空き家のリフォームを支援する補助制度の整備を行った。
・空き家の予防をテーマにしたセミナーを開催した。
・空き家対策コンテストを開催し、空き家の利活用を啓発した。
・空き家実態調査を実施し、空き家数等の現状を把握した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

8,372,160 8,372,160 0.0% 8,372,160

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 8,446,772 10,622,393 19,819,160

③人件費（②×＠

19.7%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

12,717,675

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

34,160,160

６
評
　
　
価

評価の視点 R3評価 R4評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

従来の空家取得支援事業補助金の廃止を行い、立地適正化計
画で示す居住誘導区域内の空き家等の住宅取得者への支援制
度が令和３年度より開始した。また、新たに空き家のリ
フォーム支援と家財道具等を処分する補助制度を令和５年度
より開始する。今後は、制度の活用状況などを調査し、制度
の妥当性や有効性などの検証を行う。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和4年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 耐震改修促進事業 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1031

補助金 13

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 木造住宅耐震改修支援事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 土木費

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成17年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

住宅費

施　策　名 施策32．住宅対策の推進 目 住宅管理費

基本事業名 基本事業32－１．良質な住まいづくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 昭和56年５月31日以前に着工した在来軸組工法による一戸建て住宅の所有者が行う耐震改修に要する費用

手       段
（活動指標）

補助対象住宅の耐震改修

２
事
業
概
要

事 業 概 要
木造住宅の耐震改修を促進するために、魚津市内に存する住宅の所有者が行う木造住宅耐震改修に要する経費に対し
て、限度額125万円の内、4/5を補助（負担率は国1/5、県2/5、市1/5）する事業。

意       図
（成果指標）

地震による建物の倒壊の減少

R5年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
R2年度 R3年度 R4年度

3 150.0%

2,000 3,000 

7 

3 

計画

活
動

補助金交付申請件数（耐震） 件 0 1 2 

成
果

補助金の交付実績の総額（耐震） 千円 0 1,000 

補助金交付申請件数（ﾌﾞﾛｯｸ塀除去） 件

150.0% 3,000 

補助金の交付実績の総額（ﾌﾞﾛｯｸ塀除去） 千円 900 

0 1,000,000 3,000,000 3,000,000 200.0% 3,900,000

R5年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

R2年度 R3年度 R4年度

②県支出金 円 0 500,000 1,000,000 1,500,000 200.0%

①国庫支出金 円 0 250,000 500,000 750,000 200.0% 975,000

1,950,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

140 140 140 0.0% 140

⑤一般財源 円 0 250,000 1,500,000 750,000

3,876 円）(Ｂ) 円 620,160 542,640

200.0% 975,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 160

５
取
組
内
容

　令和4年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・市広報において制度の案内やリーフレット設置を行った。（３回/年）
・旧耐震の住宅密集地へ、個別にリーフレット配布とともに補助制度の周知を行った。
・地域からの要望を受けて、まちづくりふれあい講座を開催した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

542,640 542,640 0.0% 542,640

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 620,160 1,542,640 3,542,640

③人件費（②×＠

129.6%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

3,542,640

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

4,442,640

６
評
　
　
価

評価の視点 R3評価 R4評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

耐震改修工事費は相当な自己資金が必要なことから、制度利
用よりも新築する方向に傾いているものと思われるが、平成
31年度から制度を手厚く改定することとした。令和５年度か
らは、新たに危険ブロック塀除却支援を開始する。今後も、
耐震性の重要性など市広報やホームページでPR活動を行ない
関係機関と連携しながら、更なる促進に努める。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和4年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 なし 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1031

ソフト事業 16

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 住宅関連情報提供事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課

会　　　　　計 予算なし

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 令和2年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 なし 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

施　策　名 施策32．住宅対策の推進 目

基本事業名 基本事業32－１．良質な住まいづくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市民

手       段
（活動指標）

・市広報やホームページで相談窓口を周知し、相談を受け助言を行う。
・危険老朽空家の解体補助や耐震診断、耐震改修等の補助制度の情報提供を行う。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
・住宅の新築・増改築及び耐震診断、耐震改修などの専門的な技術に関する相談業務
・住宅に関する補助制度などを市民へ情報提供する。

意       図
（成果指標）

・住宅の維持管理、増改築、耐震等に関する疑問や不安の解消につなげる。
・住宅関連の補助制度の情報を提供することにより、空家対策支援事業等の住宅に関する事業を促進する。

R5年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
R2年度 R3年度 R4年度

331 114.1%

12 14 

260 

計画

活
動

住宅に関する相談件数（空家含む） 件 159 290 290 

成
果

各補助申請件数（除却・耐震） 件 3 10 116.7% 10 

0 0 0 0 0

R5年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

R2年度 R3年度 R4年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

160 160 160 0.0% 160

⑤一般財源 円 0 0 0 0

3,876 円）(Ｂ) 円 620,160 620,160

0

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 160

５
取
組
内
容

　令和4年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・住宅に関連する相談受付や情報提供を行った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

620,160 620,160 0.0% 620,160

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 620,160 620,160 620,160

③人件費（②×＠

0.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

620,160

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

620,160

６
評
　
　
価

評価の視点 R3評価 R4評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

本事業は、令和元年度まで民間事業者へ委託し住宅相談所を
開設していたが、利用件数が少なかったため廃止した経緯が
ある。しかし、住宅関連の情報提供や相談受付は必要である
ため、その後は市職員で行うこととした。市民に住宅関連の
相談は、市で受け付けていることを周知徹底していく。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和4年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 市営住宅維持管理費 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1031

施設管理 17

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市営住宅維持管理事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 土木費

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和29年 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 公営住宅法、魚津市営住宅条例及び施行規則 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

住宅費

施　策　名 施策32．住宅対策の推進 目 住宅管理費

基本事業名 基本事業32－２．居住の安定確保 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市営住宅の入居者､家賃の算定･収納､滞納徴収業務

手       段
（活動指標）

・予算内で施設の修繕･管理委託を行う｡
・適切な催告を行う｡

２
事
業
概
要

事 業 概 要

市営住宅の入居に関する管理業務及び施設の維持管理業務。
・入居の受付､審査､決定等の事務､家賃の算定､家賃収納､滞納徴収､入居者トラブル苦情処理等の入居に関する管理業務。
・給水施設･浄化槽の法定検査､除草･樹木剪定､排水管清掃､雨漏り水漏れ修理､設備器具の故障修理､退去後修繕等の施設維持管
理業務。

意       図
（成果指標）

・市営住宅を適切かつ公平に管理し､入居者が安全で快適な生活を送れるようにする｡
・市営住宅使用料の滞納を減らす｡

R5年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
R2年度 R3年度 R4年度

181 150.8%

120 181 

70,560 67,764 96.0% 70,560 

120 

計画

活
動

年間修繕依頼件数 件 97 151 120 

成
果

修繕件数 件 97 151 

家賃調定額(現年度) 千円 73,422 69,366 

150.8% 120 

家賃収入額(現年度) 千円 71,894 68,611 70,560 66,891 94.8% 70,560 

11,128,295 12,816,978 15,677,000 14,308,156 11.6% 35,399,000

R5年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

R2年度 R3年度 R4年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

15,677,000 14,308,156 11.6% 35,399,000④その他（使用料、雑入等） 円 11,128,295 12,816,978

③地方債 円

2,540 2,540 2,540 0.0% 2,540

⑤一般財源 円

3,876 円）(Ｂ) 円 9,690,000 9,845,040

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 4 4 4 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

4

②年間所要時間 時間 2,500

５
取
組
内
容

　令和4年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・市営住宅施設の老朽化による修繕・管理業務について、民間事業者へ委託を行った。
・家賃の収納･徴収業務を適切に行った。
・耐用年数の過ぎている団地から鉄筋コンクリート造の団地への住替えにより維持管理費用の縮減を図った。
・令和５年度からの市営管理者制度への移行に向けて、管理者の募集、選定、協定書の締結を行った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

9,845,040 9,845,040 0.0% 9,845,040

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 20,818,295 22,662,018 25,522,040

③人件費（②×＠

6.6%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

24,153,196

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

45,244,040

６
評
　
　
価

評価の視点 R3評価 R4評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

一部の住宅建物が著しく老朽化し修繕箇所が増加すると共
に、居住者の苦情も増えているので、安全性を最重要視し、
老朽した建物の既存入居者には他の団地に転居していただい
ている。
住宅使用料は平成20年に策定した住宅使用料滞納整理事務処
理要綱に基づき、収納率の向上及び滞納額の減少を図る。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和4年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 市営住宅整備事業 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1031

施設管理 18

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市営住宅整備事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 土木費

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和27年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 魚津市営住宅条例　第37条第1項 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

住宅費

施　策　名 施策32．住宅対策の推進 目 住宅管理費

基本事業名 基本事業32－２．居住の安定確保 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市営住宅の施設、設備

手       段
（活動指標）

市営住宅の修繕、老朽化した市営住宅の解体

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市営住宅施設、共同施設の整備（大規模な修繕、改修、更新及び解体等）

意       図
（成果指標）

市営住宅の長寿命化

R5年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
R2年度 R3年度 R4年度

6 100.0%

100 100 

23 23 100.0% 0 

1 

計画

活
動

修繕等団地数 件 2 3 6 

成
果

修繕実施率（件） ％ 100 100 

解体戸数 戸 6 6 

100.0% 100 

解体実施率（戸） ％ 100 33 100 100 100.0% 0 

11,962,800 19,746,300 79,562,300 68,284,300 245.8% 30,468,000

R5年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

R2年度 R3年度 R4年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円 2,997,000 8,858,000 38,406,000

18,300,000 123.2% 9,400,000

2,658,000 551,000 -78.7% 5,998,000

34,141,000 285.4% 11,495,000

④その他（使用料、雑入等） 円 5,968,800 2,590,300

③地方債 円 2,997,000 8,200,000 38,400,000

1,200 1,200 1,200 0.0% 1,200

⑤一般財源 円 98,000 98,300 15,292,300

3,876 円）(Ｂ) 円 3,100,800 4,651,200

15504.4% 3,575,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 800

５
取
組
内
容

　令和4年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

【Ｒ４当初分】
・青島市営住宅２号棟電気幹線改善工事
・道下市営住宅電気幹線改善工事
・魚津市営住宅共用部照明ＬＥＤ化工事
【Ｒ３繰越分】
・市営住宅住吉団地２号棟外解体工事（23戸解体）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

4,651,200 4,651,200 0.0% 4,651,200

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 15,063,600 24,397,500 84,213,500

③人件費（②×＠

198.9%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

72,935,500

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

35,119,200

６
評
　
　
価

評価の視点 R3評価 R4評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

市営住宅の長寿命化計画に基づき対策工事を実施している
が、この計画自体の見直しも検討していく。
市営住宅の住み替え事業は今後も継続して順次進めていく。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり管理運営を行うことが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和4年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 住宅一般管理費 係　　　　　名 建築住宅係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1026

ハード事業 23

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 市営住宅跡地売却事業 担
当
部
署

課　　等　　名 都市計画課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標３．輝くまち 款 土木費

政　策　名 政策13．快適で住みやすいまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成29年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連あり（評価対象）

住宅費

施　策　名 施策32．住宅対策の推進 目 住宅管理費

基本事業名 基本事業32－２．居住の安定確保 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 小川田、西川原市営住宅跡地

手       段
（活動指標）

市営住宅跡地の売却に係る条件付き一般競争入札実施要項を制定し、売却手続きを進める

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市が所有する土地を売却し、主に戸建住宅分譲地を整備することで、周辺の住環境を維持し、定住の促進を図る。

意       図
（成果指標）

小川田、西川原市営住宅跡地売却完了

R5年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
R2年度 R3年度 R4年度

2 

1 0 

2 

計画

活
動

打合せ件数 10回 10 3 0 

成
果

売却件数 0件 1 0 0.0% 0 

330,000 0 0 0 0

R5年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

R2年度 R3年度 R4年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

120 120 120 0.0% 120

⑤一般財源 円 330,000

3,876 円）(Ｂ) 円 3,488,400 465,120

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 900

５
取
組
内
容

　令和4年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

・西川原市営住宅跡地の一部を取得したい希望者との売却協議を継続中。
・跡地活用方法の方針について内部協議を進めた。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

465,120 465,120 0.0% 465,120

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 3,818,400 465,120 465,120

③人件費（②×＠

0.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

465,120

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

465,120

６
評
　
　
価

評価の視点 R3評価 R4評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

令和５年度に小川田、西川原市営住宅跡地の用地測量を市営
住宅維持管理費で実施予定。市営住宅跡地については、住宅
分譲地だけに捉われることなく、地域の活性化に繋がるよう
に幅広く可能性を探りながら土地の有効活用を検討する必要
がある。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針


